




　「金融サービスの提供に関する法律」（金融サービス提供法）により、証券会社等はお客様に金融商品を購入していただく
前に、同法律が定める重要事項を説明することとされております。
　つきましては、国内（円建て）および外貨建ての株式・債券・CB（転換社債もしくは転換社債型新株予約権付社債）の
７商品についての重要事項を以下に記載いたしますので、よくお読みのうえ、それぞれの商品を購入してください。なお、
投資信託の重要事項につきましては、購入時に「目論見書」をご覧になり、その内容を確認してください。

【金融サービス提供法に係る重要事項のご説明】
■国内株式
株価の下落により損失を被ることがあります。
また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により損失を被ることがあります。
■外国株式
上記に加え、為替の変動により損失を被ることがあります。

■円建て債券
債券は、金利変動等による債券価格の下落により損失を被ることがあります。
また、倒産等、発行体の財務状態の悪化により損失を被ることがあります。
■外貨建て債券
上記に加え、為替の変動により損失を被ることがあります。
■個人向け国債
発行後一定期間は中途換金することができません。

■国内CB（円建ての転換社債または転換社債型新株予約権付社債）
CBは、



【最良執行方針】
1．対象となる有価証券







個人情報の利用目的



個人データの共同利用

野村證券は、以下のとおり、お客様の個人データを共同して利用させていただくことがあ
ります。
なお、金融商品取引法その他の法令等で共同利用が制限される場合は、お客様から同意書
を取得した場合等、法令等で認められた場合を除き、共同利用は行いません。
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章および外国証券取引口座約款の規定等を内容とします）が締結されます。
⑵　前項の契約が締結されると外国証券取引口座が設定され、この契約に則っていつでも外国証券の取引を行えることと
なります。

⑶　証券総合サービスを契約しているお客様は、本章および外国証券取引口座約款の規定等に則り、外国証券および外貨
建債から発生する外貨（ノムラ外貨MMF各コースの取扱通貨に限ります）建の利金、収益分配金、配当金、権利処分代
金および償還金を、その通貨に係るノムラ外貨MMFの累積投資に充てる取引を、いつでも行うことができます。

第12条（株式累積投資）
⑴　当社の定める方法でお客様が株式累積投資口座の設定を申込み、当社が承諾すると、株式累積投資に係る契約（本章
および株式累積投資約款の規定等を内容とします）が締結されます。

⑵　前項の契約が締結されると株式累積投資口座が設定され、この契約に則って株式累積投資を行えることとなります。

第13条（投信積立）
　当社の定める方法でお客様が指定投資信託ごとに投信積立の開始を申込み、当社が承諾すると、投信積立に係る契約（本
章、投資信託の累積投資に係る約款および投信積立約款の規定等を内容とします）が締結され、投信積立を行えることと
なります。

第14条（ミリオン（けいぞく投資プラン））
　当社の定める方法でお客様がミリオン（けいぞく投資プラン）の開始を申込み、当社が承諾すると、ミリオン（けいぞ
く投資プラン）に係る契約（本章、投資信託の累積投資に係る約款およびミリオン（けいぞく投資プラン）約款の規定等
を内容とします）が締結され、ミリオン（けいぞく投資プラン）を行えることとなります。

第14条の2（取引の制限）
⑴　相当な期間、取引がない場合、本章15条⑵③から⑩に定める事由またはこれに準じる事由があると当社が相当の事由
をもって判断した場合、本章3条⑵および本条に基づき当社がお客様に情報提供を求めたときに、お客様が当社が必要





野村の証券取引約款

⑹　申込書等の記載事項や届出事項の変更手続きに際し、印鑑登録証明書、戸籍の個人事項証明（戸籍抄本）その他の当
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当該振替受益権の受託者が行使します。ただし、別途信託契約に定めがある場合はその定めによります。
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とがあります。
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⒂　お客様が前各項によって証券等を受取るために支払うべき源泉徴収税相当額について、当社の定める時限までに支払
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第3条（解約事由）
　お客様の口座に関する差押、仮差押および滞納処分等の有無やお客様の取引状況によっては、ミリオンに係る契約を解
約させていただくことがあります。

第11章　電子交付等の利用に係る約款

第1条（利用に係る契約の締結）
　当社の定める方法でお客様が電子交付等の利用を申込み、当社が承諾すると、電子交付等の利用に係る契約（本章を内
容とするものであり、以下、本章において「本契約」といいます）が締結され、本契約に則って電子交付等を利用できる
こととなります。

第2条（対象書面）
⑴　電子交付等の対象となる書面（以下、「対象書面」といいます）は、金融商品取引法等に規定されている書面および当
社が交付するその他の報告書等のうち、当社が定め、当社ホームページ等に掲載した書面とします。

⑵　電子交付等は対象書面について一括で利用するものとし、書面ごとには利用できないものとします。
⑶　当社が対象書面を追加する場合は、追加する書面を当社ホームページ等に掲載します。当該掲載後は、本契約が終了
しないかぎり、追加した書面についても電子交付等を利用するものとします。

第3条（電子交付等の方法）
　対象書面の電子交付等は、次に掲げる電磁的方法のうち、当社が定めるいずれかの方法により行います。
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当社の特定口座に移管するもの（同一銘柄のうち、一部を移管する場合は除きます）
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非課税上場株式等管理および非課税累積投資に関する約款

（約款の趣旨）
第1条　この約款は､ お客様（個人のお客様に限ります）が野村證券株式会社（以下、「当社」といいます）に設定する非
課税口座（租税特別措置法第37条の14に規定する非課税口座をいいます）に関する事項を定めるものです。

２　お客様と当社の間における、各サービス、取引等の内容や権利義務関係に関する事項は、この約款に定めがある場合
を除き、「野村の証券取引約款」その他の当社が定める契約条項および、租税特別措置法その他の法令（以下、単に「法
令」といいます）によります。

（定義）
第2条　この約款において「株式等」とは、次に掲げるものの総称をいいます。
①　株式
②　特別の法律によって設立された法人への出資
③　新株予約権付社債および転換社債
④　協同組織金融機関への優先出資
⑤　公社債投資信託以外の投資信託
⑥　特定受益証券発行信託の受益権

２　この約款において「上場株式等」とは、次に掲げるものの総称をいいます。
①　金融商品取引所に上場され、または外国の金融商品市場で売買されている株式等
②　公社債投資信託以外の公募投資信託
③　公募投資口

３　この約款において「非課税累積投資に係る積立契約」とは、定期的に継続して、当社に買付けの委託をし、当社から
取得し、または当社が行う募集により取得することを約する契約で、取得した当該上場株式等は直ちに累積投資勘定へ
受入れられることや、あらかじめその買付けの委託または取得をする上場株式等の銘柄その他の当社で定める事項が定 岾 翆 看ｧて「上場幹イ ピ 𣟿鍬 曰
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格付記号のご説明（ご参考）
日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ（Moody's）、格付投資情報センター（R&I）、スタンダード＆プアーズ（S&P）
における長期債の格付記号の説明を掲載しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2014年12月時点）

【日本格付研究所（JCR）】
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【反社会的勢力でないことならびに
マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与を
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メ　　モ











当社とお取引いただく際のお約束事項が記載されています。
内容をいつでも確認できるよう、大切に保管してください。

No.53918P-R（'23.04）
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